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研究成果の概要（和文）： 東北3県、広島土砂災害、熊本地震被災地住民の健康診査と生活実態調査によって、
エコノミー症候群等健康状態の変化を明らかにした。避難所・仮設住宅調査により、避難所改善への提言を毎年
セミナー/学会で積極的に公表してきた。健康被害の課題解決と研究成果の共有のため、避難生活学会を創設
（H28）した。
　3年間の被災者に対する健康診査・聞き取り調査は、避難者の多様性と支援対応のパターナリズムとのギャッ
プの解決が避難所・仮設住宅生活による健康被害を防止させることを検出した。避難・避難所生活、仮設住宅生
活、帰宅復帰生活の健康被害予防指標は、KTB（キッチン・トイレ・ベッド）の整備であることを見出した。

研究成果の概要（英文）：Our research revealed the cause of the economy syndrome by health 
examinations and surveys of living conditions on people in the community of the Tohoku,Hiroshima and
 the Kumamoto areas. During our research term of 2014-2016 we had been conducting surveys on the 
status of evacuation centers and temporary housing.Based on the analysis of the results, created the
 index of prevention of second health disaster victims. Those are escape decision making chart index
 and the other one is protect the victims' health condition index which KTB, Kitchen,Toilet and Bed 
are useful measures. For that purpose also we worked for community popul ations to encourage and 
recognize the quality of environment of evacuation centers. We have been analyzed conditions of 
evacuation centers & temporary housing in disaster areas for 3 years.From the research results, we 
were convinced that the solution of the gap between the diversity of evacuees and supportive 
correspondence would prevent health damage 
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１．研究開始当初の背景 
阪神大震災、東日本大震災の犠牲者の 6-7 
割は高齢者であった。現在、国民の 12％が要
援護者とされている。2013年 10月に台風 26
号、27号は伊豆大島を直撃した。死者 31名、
不明者 12名を出し、27号では、全島民に対
し避難勧告が発せされ、避難をした大島高校
の避難所は、従来の雑魚寝形式であったこと
は記憶に新しい。早目の避難で要援護者が多
数避難したことは、危機管理上評価されると
ころではあるが、要援護者は、避難所での安
眠・避難所の様式への不便さを託っていた。 
日本では、1922年の関東大震災以来、90 
年間も「避難所の雑魚寝」は、畳生活の習慣
があるとして容認され、その質も問われない
まま、①簡便、②多数の受け入れ、③日本式
の避難所として、その改善・見直しは今日ま
で行われてきていない。人口の高齢化が進ん
だ我が国において、気候変動による自然災害
の多発や今後、南海・東南海等の大地震の発
生が予測される中、地域の避難所への早目・
適切な避難路による避難が推奨されるよう
になり、全国 6 割の社会福祉施設が 30 人程
度・2 週間くらいの要援護者は受け入れ可能
（北川、2010）とされている。しかしその受
け入れ形式は、ほとんどが交流スペースを利
用した床での布団利用の「雑魚寝」形式であ
る。日常的にベッドを使用する要援護者が多
くなっているなかで、避難生活での「布団・
雑魚寝」は不便・不都合である。近時ようや
く避難所環境を改変しようとする動きが現
れたが、それは、本研究者による地域への啓
発、行政機関への働きかけ以外は例を見ない
のが現状である。要援護者の早めの避難とこ
のような要援護者の健康への配慮に乏しい
避難所の様式の改善が問われるべきである。 
避難行動要支援者の避難行動支援に関する
取組指針（厚生労働省平成 25 年 8 月）にも
避難所の質に対する検討は限定的である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、災害時の「雑魚寝」式の
避難所がいかに災害時要援護者（要援護者）
への負担を強いるものであり、その後の仮設
住宅生活や帰宅生活にも影響を及ぼし、二次
的健康被害を引き起こす要因になっている
のではないかということを健康診査と生活
調査により検証し、明らかになったデータを
基に「避難所の雑魚寝解消の指標」の開発を
行うことにある。要援護者の健康被害を誘発
する「雑魚寝式避難所」の環境改善はどのよ
うにすべきかが次の課題であるため、簡易ベ
ッド・トイレ導入の有効性を①雑魚寝×健康
被害、②ベッド×健康維持の両側面から東日
本大震災の事例を通して明らかにする。全国
の災害時の避難所・福祉避難所のあり方を点
検・改善し、防災・減災につながる避難所に
おける健康危機管理体制の必要性を追究し
ていく。 

 

３．研究の方法 
 これまでの研究成果と研究方法（健康診査
と生活調査）を踏まえ、被災地域に有意に高
い DVT（静脈血栓）の検査と、生活習慣病や
避難所改善に関する項目を付加した調査項
目により、地域をこれまでより拡大し、大災
害被災地（新潟県、岩手県、宮城県）と被災
リスクの高率（千葉県）、低率（佐賀県）で
いずれも高齢化率が日本の平均より高い地
域において実施した。口永良部島の被災者の
屋久島避難所調査、カナダアルバータ州の大
規模火災避難所調査、熊本大地震の被災地に
おいてもDVT検査及びインタビュー調査を実
施した。その結果から、明らかに、避難生活
による健康二次被害が発生したことにかん
がみ、要援護者を含めた一般避難所において
も共通する二次的健康被害防止指標のイン
デックスを KTB として、避難所の雑魚寝様式
の解消のための指標を作成することとした。 
 
４．研究成果 
（1）被災と健康 
本研究に着手するまでに、北イタリアと日
本の地震被災地（中越地震被災地：新潟およ
び東日本大震災被災地：岩手県、宮城県）及
び佐賀県（対照地）の深部静脈血栓症頻度と
二次的健康被害調査を新潟大学災害復興科
学研究所（榛沢他）のチームに、科研費 B・
海外調査（平成 24－26 年）との関連共同調
査を 2012 年から実施した。災害時の避難所
における雑魚寝の生活は、避難所退所後の仮
設住宅、帰宅後生活に有意に影響を及ぼして
いることが徐々に明らかにされてきている。 
中越地震（2004）被災地での高率の深部静
脈血栓症(DVT)の陽性率が約 7%で、一般住民
の下腿DVT頻度結果の5%よりも高い傾向を示
し、北イタリア（エミリア地震）被災地でも
11.9％であった(榛沢 2012)。イタリア被災地
の住民と東日本大震災被災地との共通点は、
仮設住宅・帰宅後も被災の恐怖感から、寝室
（ベッド）があっても玄関に近い部屋で、布
団（マット）で就寝、起居動作の苦痛による
水分摂取の不十分性という生活スタイルを
継続したという傾向が窺われたことである。 
 
    
 
 
 

 
図は、3 大震災の災害関連死である。避難場
所・避難所へは避難した後の死亡者である。 
 
 
 
 
 
 
 
 



2004 年の新潟県中越地震では、避難者の車
中泊が原因とされるエコノミークラス症候
群が多発し、2016 年の熊本地震でも車中泊避
難等によるエコノミークラス症候群が多発
した。（重症者：5人中１人は死亡）現在でも
対策は十分ではなく、健康被害は深刻である。  
このように、2004 年、2005 年の中越・中
越沖地震から初めて注目された被災者の車
中泊によるエコノミークラス症候群の発症
を契機として、被災者の「二次被害」ともな
る健康被害の防止のための地道な活動をそ
の緒とする。東日本大震災（2011）、熊本地
震（2016）の被災者の車中泊がエコノミー症
候群を発症した人は続出し、特に死亡者の発
生が国民的関心を喚起したことで、ようやく
避難生活の在り方の抜本的な見直しが問わ
れるようになってきた。 
われわれは、避難所の QOL・健康被害防止
と研究成果の共有を目指して、2016 年に「避
難所・避難生活学会」を設立した。これによ
り避難所生活の在り方への学術的関心、施策
的関心が高まり、本研究の社会貢献・波及効
果を目指す道が開かれた。 
 3 年間の①避難所と災害法制の隘路とその
克服研究、②災害時の要配慮者等への専門職
派遣の受援・応援方法論、③避難所生活と健
康被害の要因研究により被災者の健康被害
防止のための3つのインデックスからの評価
の必要性を明らかにした。 
（2）災害救助法と避難所の検討 
同法は、1899 年の「罹災救助基金法」を嚆
矢とし、1947 年に、これに代わる法として「災
害救助法」が制定された。本法制定の契機と
なったのは 1946 年の南海地震である。同法
は、1959 年の伊勢湾台風等により、災害対策
の総合性・計画性を確保、広域的・大規模災
害対応体制の整備のため 1961 年に「災害対
策基本法」が制定された。さらに、2011 年の
東日本大震災の発生により「災害対策基本
法」は①防災、②発災後の応急期対策、③復
旧・復興を一元的に統括するため、内閣府が
所掌することになった。 
災害救助法の役割は、防災から発災時対応、
復旧・復興の各フェーズすべてを網羅的に災
害類型対応の法である。災害救助法の 5原則
は、①平等の原則、②必要即応の原則、③現
物給付の原則、④現在地救助の原則⑤職権救
助の原則により都道府県知事がその職権に
よって救助を迅速に実施する。市町村の人口
規模別の住家の滅失状況の把握と生命・身体
への危害を防ぐための食品の給与・補給など
の危害判断基準を、①法適用の判断、②住家
被害、③生命身体への危害の防御と定めてい
る。われわれが最も重視してきたのは③生命
身体への負荷である。 
法の「被災者の保護」と「社会の秩序の保
全」を最大の目標とすることに準拠して、生
命・身体への危害の防御のために「健康二次
被害」であるエコノミークラス症候群の応
急・急性期における『災害後におけるエコノ

ミークラス症候群予防のための弾性ストッ
キング・着圧ソックス』の着用を避難所はも
とより在宅被災者への着用の啓発活動を開
始した。このことは、熊本地震後に広く認識
されるようになってきた。本研究の波及効果
の一つということができよう。 
（3）避難所・仮設住宅設置の課題としての
KTB（キッチン・食事の場、トイレ、ベッド） 
 避難所は、危機からの回避のために一時的
にその場を公的に設定し、就寝ができ短期滞
在が可能な設備を有し、期間は原則発災後 1
週間である。避難所は、一般の避難所と同様
に、予め指定した福祉避難所に大別される。
災害時要配慮者（以後要配慮者）を避難させ
た場合には福祉避難所とされるが、介護保険
施設入所対象者は、緊急入所等介護保険の枠
組みでの対応であって、法の対象とはなって
いない。福祉避難所は、老人福祉センター、
防災拠点地域交流スペース、特別支援学校等
に設置され、公的な宿泊施設・旅館、ホテル
等も対象となっている。但し、居宅介護等事
業等との連携ができるところでなければ要
介護度の低下を招く恐れがある。 
福祉避難所は、災害対策基本法施行令に、
災害対策基本法による避難所の指定基準の
一つとして規定されている。「主として高齢
者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要す
る者の円滑な利用の確保、相談・助言・支援
機能体制の整備と要配慮者に良好な生活環
境の確保について内閣府令で基準が定めら
れている（災害対策基本法施行令第 20 条の 6
第 5号）。 
福祉避難所は阪神淡路大震災以降必要性
が問われ、2007 年、能登半島地震時には一定
の機能を果たした。広域的な東日本大震災で
は、2 年 9 か月の避難生活には十分な機能を
果たしたとはいえず、熊本地震においても福
祉避難所への避難支援者の確保が十分では
なく、多様なニーズをもつ避難所での要配慮
者への対応に課題が残った。 
本研究の結果として提唱する健康被害防
止のためのインデックスは、ベッド、トイレ、
食事環境である。第1点のベッドについては、
避難所にも仮設住宅にもようやく提供の道
筋ができた。 
2015 年口永良部島噴火に伴う住民の避難
所に被災者生活調査を屋久島町の避難所で
実施した。要介護認定を受けていない高齢者
にあっては、すべての高齢者が避難所での健
康生活不安、地域活動ができないことへの葛
藤を抱いていた。屋久島の避難所では、高齢
者用に簡易ベッドが導入されており、要配慮
者に配慮した避難所へとの変化の兆しは現
れていた。また、避難所は、性別に分かれた
ものであり、従来の避難所からすれば「女性
に配慮」された避難所としても注目された。
屋久島の避難所は 2 か月で閉鎖され、8 月 1
日から避難した 86 世帯計 137 人のうち、27
世帯計 47 人が高齢者向けにはベッドが用意
され仮設住宅に入居した。 



また熊本地震の避難所での調査では、簡易
ベッドが一般の避難所でも活用され、避難所
での健康被害に関する意識は高まってきて
いた。ただ、大規模災害時の避難所運営によ
る利用度の偏りは否めず、簡易ベッドはあっ
ても利用しない（できない）という課題は残
った。 
福祉避難所の指定は、平成 25 年 6 月末 
1742 市町村中 1167 市町村（67.0%）であり、
平成 24 年 9 月末 の 1742 市町村中 981 市町
村（56.3%）、1年間で10ポイント以上指定と、
確実に進んできている。 
2016 年の避難所運営ガイドラインでは、ト
イレ確保ガイドラインおよび福祉避難所確
保運営ガイドライン明記された。第 2点のト
イレは、ガイドラインによって、高齢者、障
害者等に配慮した簡易様式トイレ等の器物
および日常生活上の支援を行うために必要
な消耗器材などの配備は進展した。今後は、
福祉避難所のみならず、避難所の基本的配備
が急がれなければならない。さらにトイレの
設置が現段階では重視されているが、災害の
種類と規模によってはトイレ使用後の廃棄
物処理に関する課題は、さらに深刻な問題と
して惹起することになるため、併せて廃棄物
処理も考えなければならない。 
第 3点の食事環境については、十分な検討
がなされていない。特に避難所では、配布さ
れる簡便な非常食を就寝する場で食するか、
避難所内外の片隅の空きスペースで三々
五々食事をとるのが実情である。日常の食生
活環境とは程遠い劣悪な状況であるが「非日
常」の生活として受け入れられている。2016
年 6月のカナダアルバータ州の大火災の避難
所および消防庁の調査を、われわれは、日本
人として初めて実施した。避難所における
「食」に関しては、非常食ではなく、限定的
ながら通常の食事メニュー、加熱した温かい
食事サービスを基本としており、避難所には
食堂が確保されている。カナダにおける居室
と食事室の確保は標準である。わが国の現状
と対比すれば、「食」の環境および公衆衛生
上の検討は最も遅れていることが明白にな
った。  
われわれは、この 3視点から避難所の評価
を行い、心身の健康審査・健康管理、生活環
境と生活習慣を発災から復旧・復興までの各
フェーズ毎にとらえていくことが必要であ
ることを本研究により明らかにした。 
避難生活や仮設住宅での生活の場は、「仮
り」であっても、「仮りの人生の日」は一日
もない。避難所であっても、可能な限りの健
康維持・文化的な環境を整備すべきである。
われわれは、研究成果として健康二次被害を
防止するための評価指標を避難判断基準お
よびインデックス「避難所の K（キッチン・
ダイニング）T（トイレ）B（ベッド）」によ
って、避難所の規模・福祉避難所別に問う取
り組みを実施中である。 
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